
(57)【要約】

【課題】　水深の大きな海域にも安定して係留すること

ができ、必要な電力などのエネルギや水を自給できる大

型浮体構造物の海上自給設備を提供すること。

【解決手段】　海上に設置される大型浮体構造物１０

を、海底に係留設置される浮き消波堤２０の消波海域に

浮き消波堤２０に連結して設置する一方、必要な電力を

自給する設備を、これら浮き消波堤２０および大型浮体

構造物１０で利用可能な自然エネルギを用いる発電設備

を搭載して構成する。これにより、大型浮体構造物を設

置するための係留索が不要となり大型浮体構造物を消波

海域に設置することができ、水深の大きい沖合への設置

も可能で船舶の接近や接岸もできるようになるととも

に、海上で利用できる自然エネルギを用いる発電設備を

これら浮き消波堤および大型浮体構造物に搭載すること

で電力の自給を行うようにしている。



(2) 特開２００２－２５５０９１
1 2

【特許請求の範囲】

【請求項１】　海上に設置される大型浮体構造物で、必

要な電力などのエネルギと水などを自給する設備であっ

て、

前記大型浮体構造物を、海底に係留設置される浮き消波

堤と、この浮き消波堤の消波海域に当該浮き消波堤に連

結されて設置される大型浮体構造物とで構成する一方、

前記必要な電力を自給する設備を、これら浮き消波堤お

よび大型浮体構造物で利用可能な自然エネルギを用いる

発電設備を搭載して構成したことを特徴とする大型浮体

構造物の海上自給設備。

【請求項２】　前記自然エネルギを利用する発電設備と

して太陽光発電設備を設けるとともに、これに加えて前

記自然エネルギを利用する発電設備としての風力発電設

備、波力発電設備、海洋温度差発電設備を少なくとも１

つ以上設ける一方、余剰電力を蓄電する蓄電設備を設け

たことを特徴とする請求項１記載の大型浮体構造物の海

上自給設備。

【請求項３】　前記自然エネルギを利用する発電設備に

加え、前記大型浮体構造物で発生する廃棄物を燃料とす

る廃棄物発電設備を設けたことを特徴とする請求項１ま

たは２記載の大型浮体構造物の海上自給設備。

【請求項４】　前記自然エネルギを利用する発電設備に

加え、化石燃料を利用する補助発電設備を設けたことを

特徴とする請求項１～３のいずれかに記載の大型浮体構

造物の海上自給設備。

【請求項５】　前記発電設備での排熱と海水とを利用し

て熱エネルギの回収および供給を行うヒートポンプ設備

を設けたことを特徴とする請求項１～４のいずれかに記

載の大型浮体構造物の海上自給設備。

【請求項６】　前記自然エネルギを利用する発電設備の

太陽光発電パネルを前記大型構造浮体構造物の甲板上を

利用しない部分に最大限設置する一方、太陽熱を受ける

甲板裏側に前記ヒートポンプ設備の熱源とする集熱設備

を設けたことを特徴とする請求項１～５のいずれかに記

載の大型浮体構造物の海上自給設備。

【請求項７】　前記水の自給設備として、雨水の採取設

備および雨水タンクを設けるとともに、排水を再使用可

能に浄化する排水浄化設備を設けたことを特徴とする請

求項１～６のいずれかに記載の大型浮体構造物の海上自

給設備。

【請求項８】　前記水の自給設備として、海水淡水化設

備を設けたことを特徴とする請求項１～７のいずれかに

記載の大型浮体構造物の海上自給設備。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】この発明は大型浮体構造物の

海上自給設備に関し、洋上に消波海域を作って大型の浮

体構造物を係留することができ、これを飛行場や港湾施

設などとして利用す場合に必要な電力などのエネルギや

水などを自給できるようにしたものである。

【０００２】

【従来の技術】近時、洋上に大型の浮体構造物を設置

し、飛行場、港湾施設またはレジャー施設などに利用す

ることが考えられている。

【０００３】従来検討されている大型の浮体構造物は、

陸上に近く、比較的水深の浅い海域に設置するように想

定しており、大型の浮体構造物自体の係留もこれまでの

ドルフィン方式やチェーンアンカー方式の係留方法で十

分安定した状態で設置でき、浮体構造物上で必要な電力

などのエネルギや水なども陸上から供給することを前提

とするものであった。

【０００４】このような大型の浮体構造物に対し、陸上

から離れた洋上に設置することで、例えば騒音問題を解

消して２４時間使用可能な飛行場や港湾施設などに利用

すること等が考えられている。

【０００５】このような大型の浮体構造物を洋上に設置

する場合には、陸上に近い海域の場合と異なり、波浪に

よる影響を極力排除し安定した状態に設置する必要があ

るとともに、浮体構造物上で必要な電力などのエネルギ

や水なども十分確保する必要があり、ディーゼル発電設

備を設置して電力を確保するとともに、造水器で水を製

造するのに加え、給水タンカーで輸送することが考えら

れている。

【０００６】

【発明が解決しようとする課題】ところが、洋上での波

浪の影響を極力排除するため、浮き消波堤を設置して外

洋からの波浪のエネルギを減衰させた消波海域を作り、

この消波海域に浮体構造物を設置することが考えられる

が、海底に立設した係留柱にゴムフェンダ等を介して係

留するドルフィン方式では、水深の大きな海域に適用す

ることができないという問題がある。

【０００７】また、海底に固定したアンカとチェーンを

用いて係留するチェーンアンカ方式では、水深の大きな

海域でも適用できるものの浮き消波堤と浮体構造物それ

ぞれのチェーンが互いに干渉しないように間隔をあけな

ければならず、有効な消波海域に浮体構造物を設置する

ことができないという問題があるとともに、浮体構造物

の全周に多数のチェーンを配置しなければならず、浮体

構造物に船舶が接近したり、接岸する場合などの障害と

なるという問題がある。

【０００８】さらに、浮体構造物への電力などのエネル

ギや水の供給は、ディーゼル発電設備で確保しようとす

ると、膨大な燃料を貯蔵しなければならないという問題

があり、水を造水器で得るためにも相当量のエネルギの

供給の必要があるとともに、天候により給水タンカーが

近付けない場合を考慮した余分な水の貯蔵も必要になる

という問題もある。

【０００９】また、これまでの浮体構造物で太陽光発電

や波力発電を組み合わせて電力を供給することも提案さ
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れているが、非常用の電力を確保する程度のもので自給

の可能性についてまで検討されたものでなく、日変化や

季節変化の問題も考慮されていないのが現状である。

【００１０】この発明は上記従来技術の有する課題に鑑

みてなされたもので、水深の大きな海域にも安定して係

留することができるとともに、必要な電力などのエネル

ギや水を自給することができる大型浮体構造物の海上自

給設備を提供しようとするものである。

【００１１】

【課題を解決するための手段】上記課題を解決するため

この発明の請求項１記載の大型浮体構造物の海上自給設

備は、海上に設置される大型浮体構造物で、必要な電力

などのエネルギと水などを自給する設備であって、前記

大型浮体構造物を、海底に係留設置される浮き消波堤

と、この浮き消波堤の消波海域に当該浮き消波堤に連結

されて設置される大型浮体構造物とで構成する一方、前

記必要な電力を自給する設備を、これら浮き消波堤およ

び大型浮体構造物で利用可能な自然エネルギを用いる発

電設備を搭載して構成したことを特徴とするものであ

る。

【００１２】この浮体構造物の海上自給設備によれば、

海上に設置される大型浮体構造物での必要な電力などの

エネルギと水などを自給する設備のうち、大型浮体構造

物を、海底に係留設置される浮き消波堤と、この浮き消

波堤の消波海域に当該浮き消波堤に連結されて設置され

る大型浮体構造物とで構成する一方、必要な電力を自給

する設備を、これら浮き消波堤および大型浮体構造物で

利用可能な自然エネルギを用いる発電設備を搭載して構

成するようにしており、浮き消波堤を海底に係留設置し

大型浮体構造物を浮き消波堤に連結して設置するため、

係留索が不要となり大型浮体構造物を消波海域に設置す

ることができ、水深の大きい沖合への設置も可能で船舶

の接近や接岸もできるようになるとともに、海上で利用

できる自然エネルギを用いる発電設備をこれら浮き消波

堤および大型浮体構造物に搭載することで電力の自給を

行うようにしている。

【００１３】また、この発明の請求項２記載の大型浮体

構造物の海上自給設備は、請求項１記載の構成に加え、

前記自然エネルギを利用する発電設備として太陽光発電

設備を設けるとともに、これに加えて前記自然エネルギ

を利用する発電設備としての風力発電設備、波力発電設

備、海洋温度差発電設備を少なくとも１つ以上設ける一

方、余剰電力を蓄電する蓄電設備を設けたことを特徴と

するものである。

【００１４】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、自然エネルギを利用する発電設備として太陽光発電

設備を設けるとともに、これに加えて自然エネルギを利

用する発電設備としての風力発電設備、波力発電設備、

海洋温度差発電設備を少なくとも１つ以上設ける一方、

余剰電力を蓄電する蓄電設備を設けるようにしており、

発電設備として太陽光発電設備を設け、これに加えて風

力発電設備、波力発電設備および海洋温度差発電設備を

１つ以上組み合わせることで、電力を自給できるように

し、余剰電力を蓄電設備で蓄電して日変動や季節変動な

どを平滑化して電力の安定した自給ができるようにして

いる。

【００１５】さらに、この発明の請求項３記載の大型浮

体構造物の海上自給設備は、請求項１または２記載の構

成に加え、前記自然エネルギを利用する発電設備に加

え、前記大型浮体構造物で発生する廃棄物を燃料とする

廃棄物発電設備を設けたことを特徴とするものである。

【００１６】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、自然エネルギを利用する発電設備に加え、大型浮体

構造物で発生する廃棄物を燃料とする廃棄物発電設備を

設けるようにしており、廃棄物の処理と同時に電力を得

ることができ、一層安定して電力の自給ができるように

なる。

【００１７】また、この発明の請求項４記載の大型浮体

構造物の海上自給設備は、請求項１～３のいずれかに記

載の構成に加え、前記自然エネルギを利用する発電設備

に加え、化石燃料を利用する補助発電設備を設けたこと

を特徴とするものである。

【００１８】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、自然エネルギを利用する発電設備に加え、化石燃料

を利用する補助発電設備を設けるようにしており、自然

エネルギによる日変動や季節変動の対応能力を高めるこ

とができるようにしている。

【００１９】さらに、この発明の請求項５記載の大型浮

体構造物の海上自給設備は、請求項１～４のいずれかに

記載の構成に加え、前記発電設備での排熱と海水とを利

用して熱エネルギの回収および供給を行うヒートポンプ

設備を設けたことを特徴とするものである。

【００２０】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、発電設備での排熱と海水とを利用して熱エネルギの

回収および供給を行うヒートポンプ設備を設けるように

しており、発電設備の排熱や海水の冷熱等をヒートポン

プ設備で利用することでエネルギの利用効率を高めて一

層効率的に自給できるようにしている。

【００２１】また、この発明の請求項６記載の大型浮体

構造物の海上自給設備は、請求項１～５のいずれかに記

載の構成に加え、前記自然エネルギを利用する発電設備

の太陽光発電パネルを前記大型構造浮体構造物の甲板上

を利用しない部分に最大限設置する一方、太陽熱を受け

る甲板裏側に前記ヒートポンプ設備の熱源とする集熱設

備を設けたことを特徴とするものである。

【００２２】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、太陽光発電パネルを大型構造浮体構造物の甲板上を

利用しない部分に最大限設置する一方、太陽熱を受ける

甲板裏側にヒートポンプ設備の熱源とする集熱設備を設

けるようにしており、太陽エネルギを有効に利用し、電
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力の自給と熱エネルギの供給を効率的に行うようにして

いる。

【００２３】さらに、この発明の請求項７記載の大型浮

体構造物の海上自給設備は、請求項１～６のいずれかに

記載の構成に加え、前記水の自給設備として、雨水の採

取設備および雨水タンクを設けるとともに、排水を再使

用可能に浄化する排水浄化設備を設けたことを特徴とす

るものである。

【００２４】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、水の自給設備として、雨水の採取設備および雨水タ

ンクを設けるとともに、排水を再使用可能に浄化する排

水浄化設備を設けるようにしており、雨水を採取して雨

水タンクに貯蔵して利用するとともに、排水の浄化を合

わせて行うことで、水の自給を効率的に行うことができ

るようにしている。

【００２５】また、この発明の請求項８記載の大型浮体

構造物の海上自給設備は、請求項１～７のいずれかに記

載の構成に加え、前記水の自給設備として、海水淡水化

設備を設けたことを特徴とするものである。

【００２６】この大型浮体構造物の海上自給設備によれ

ば、水の自給設備として、海水淡水化設備を設けるよう

にしており、降雨量の変動などへの対応能力を高めて水

の自給ができるようにしている。

【００２７】

【発明の実施の形態】以下、この発明の実施の形態につ

いて図面に基づき詳細に説明する。まず、この発明の大

型浮体構造物の海上自給設備のうち大型浮体構造物につ

いて図１に示す概略平面図およびそのＡ部を拡大した図

２により説明する。

【００２８】この大型浮体構造物１０は、その外洋側に

隣接して複数の浮き消波堤２０が配設され、この浮き消

波堤２０をチェーンなどの係留索３０と海底に固定した

アンカ４０とで係留設置し、この浮き消波堤２０にチェ

ーンなどの連結索５０を介して連結することで設置され

ており、大型浮体構造物１０の海底への係留索の必要を

無くし、浮き消波堤２０に隣接させ、消波海域内に大型

浮体構造物１０を位置させるようにしている。

【００２９】この浮き消波堤２０は、フロートを備えて

水面に浮遊状態で設置され、波を反射させるとともに、

内部に設けた遊水室で位相差を生じさせたり摩擦などを

利用して消波するもので、平面形状が細長い矩形状に形

成され、その長辺を大型浮体構造物１０の外辺１１と平

行となるように配置し、係留索３０およびその端部の海

底に固定されたアンカ４０によって水深１００ｍ程度の

海域に係留設置する。

【００３０】この浮き消波堤２０を係留設置するチェー

ンなどの係留索３０は、浮き消波堤２０の長辺の消波海

域側に連結される内側係留索３１と外洋側に連結される

外側係留索３２とで構成され、それぞれが所定間隔で複

数条配設してある。

【００３１】そして、大型浮体構造物１０と海底に係留

設置された浮き消波堤２０とを連結するチェーンなどの

連結索５０は、内側係留索３１の中間部に介設された中

間シンカ３１Ａを介して行うようにしてあり、この中間

シンカ３１Ａの重量を選定することで、浮き消波堤２０

から大型浮体構造物１０が離れるように移動する場合に

内側係留索３１の張力を調整するとともに、連結索５０

の張力を調整する。

【００３２】このような大型浮体構造物１０では、大型

浮体構造物１０は浮き消波堤２０から離れる方向の移動

は連結索５０によって規制され、近づく方向の移動は内

側係留索３１によって規制される範囲内で相対変位が許

容されて係留される。

【００３３】このようにして大型浮体構造物１０を係留

設置することで、海底に係留柱を立設する必要がないた

め水深が大きい海域にも設置することができるととも

に、大型浮体構造物１０を海底に直接係留する係留索が

不要であるため、係留索が船舶の接近や接岸の障害とな

ることがなく、浮き消波堤２０の内側係留索３１と大型

浮体構造物１０の係留索の干渉の虞もなく、浮き消波堤

２０に大型浮体構造物１０を隣接させてその消波海域に

設置することができる。

【００３４】なお、浮き消波堤２０を海底に係留設置

し、これと大型浮体構造物１０とを連結する場合に、図

３に示すように、内側係留索３１に中間シンカを介設す

ること無く、連結索５０に中間シンカ５１を介設して連

結したり、図４に示すように、連結索５０を省略して内

側係留索３１に介設した中間シンカ３１Ａのアンカ側を

直接大型浮体構造物１０に連結するなど他の連結構造で

あっても良い。

【００３５】次に、このような沖合に係留設置される大

型浮体構造物１０に搭載して必要な電力などのエネルギ

と水などを自給するため自給設備について説明する。

【００３６】この大型浮体構造物１０での自給設備とし

ては、海上で利用できる自然エネルギを主として用いる

発電設備と、雨水を利用する水の自給設備と、大型浮体

構造物１０上で発生する排熱や海水の冷熱を利用した熱

エネルギの供給設備などが設置される。

【００３７】この大型浮体構造物１０では、陸上とは独

立して電力を自給できるようにするため、化石燃料を必

要とせず、大型浮体構造物１０が係留される海上で利用

できる自然エネルギを主として用いて発電できる発電設

備が用いられ、例えば太陽光発電設備を設けるととも

に、これに加えて風力発電、波力発電、海洋温度差発電

などを行う設備を少なくとも１つ以上組み合わせて搭載

するようにしており、こうすることで、日照、風速、波

高、波周期、海水温度の日変化や季節変化にかかわらず

必要な発電量を確保できるようにしている。

【００３８】また、このような大型浮体構造物を海上で

の経済活動の拠点として使用することで、種々の廃棄物
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が発生する一方、これを処理する必要があることから、

廃棄物を燃料とする廃棄物発電も行うようにする。

【００３９】そこで、大型浮体構造物１０上にそれぞれ

の発電設備を設置した場合に得ることができる発電量に

ついて検討する。

【００４０】なお、ここでは、一例として長さが約４０

００ｍ、幅が約１０００ｍ、高さが約７ｍの大型浮体構

造物を浮き消波堤を介して連結して相模湾に設置し、こ

れに船舶を接岸して海上貨物用の港湾施設として利用す

るとともに、海上貨物用の飛行場として利用する場合に

ついて検討する。

【００４１】１）　太陽光発電の場合

太陽光発電では、太陽電池の設置面積が発電量に大きく

影響することから、太陽光が当たる部分で港湾施設や飛

行場としての利用に問題のない部分に最大限設置するよ

うにし、例えば図５に示す大型浮体構造物１０の斜線部

分に太陽電池を設置することにした。

【００４２】この太陽電池設置部分は、大型浮体構造物

の全体から、滑走路や滑走路の両側部分の着陸帯、飛行

機の通行部分、ローカライザなどの計器の設置に必要な

場所、港湾施設や他の施設の設置に必要な場所など他の

目的で使用する場所を除く一方、空港ターミナル等の屋

根部分は設置場所として利用するようにし、全体の約１

／３の面積の１３４５０００ｍ2 を確保した。

【００４３】一方、太陽電池パネルを設置する場合、そ

の傾斜角度によって発電量が変化するとともに、多数設

置する場合には太陽電池の影の影響が及ばないように間

隔をあける必要があることからこれらについて検討した

ところ、図６および表１に示すように、太陽電池パネル

を３０度程度傾けたときの季節変動が小さく、年間での

総発電量も最も大きく、設置間隔は、表２に示す傾斜角

と設置間隔の関係から３０度傾けた場合には、太陽電池

パネルの長さを１としたとき、１．２３必要である。

【００４４】なお、発電量は単位面積当りの日射量、光

電変換効率、パワーコンディション効率、その他の影響

および季節影響の積として求めた。

【００４５】ここでは、光電変換効率：１７％、パワー

コンディション効率：９０％、その他の影響：９２％、

季節影響：１，２，１２月を９０％，３，４，５，９，

１０，１１月を８５％，６，７，８月を８０％とした。

【００４６】また、設置間隔は、北緯３５度付近に設置

した場合に、冬至の９：００～１５：００で後ろ側の太

陽電池が影に入らないために必要な範囲である。

【００４７】このような検討結果から傾斜角を３０度と

し、太陽電池設置面積（１３４５０００ｍ2 ）の６０％

の領域を太陽電池が占めるものとして発電量を求めたも

のが表３である。なお、日射量としては大島のデータを

用いた。

【００４８】この太陽光発電設備によれば、月平均の発

電量が１０８００ＭＷｈとなることが分かる。

【００４９】また、この太陽光発電設備では、光電変換

効率を現状の１７％と仮定して発電量を求めたが、西暦

２０１０年あたりのＮＥＤＯの目標値が３０％であるこ

とから、今後さらなる発電量の増大が期待できる。

【００５０】

【表　１】

【表　２】

【表　３】
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【００５１】２）　風力発電の場合

風力発電を沿岸から離れた海域に設置した大型浮体構造

物上で行うことで、陸上などに設置する場合に比べ、次

のような利点がある。

【００５２】風速が強勢であること：沿岸から離れた海

域では２０％程度の風速増がみられることが多々あり、

発電出力を増加できる。

【００５３】乱流速度が小さいこと：風速１５ｍ／ｓ時

の乱流速度は陸上の０．１５に対して海上は０．０８で

あり、発電機の寿命の増大を図ることができる。

【００５４】風の鉛直方向の変化率が小さいこと：風車

のタワーの高さを陸上より低くできる。

【００５５】安定した風が吹くこと：風速の時間変動が

少なく、設備の利用率を高めることができる。

【００５６】一方、大型浮体構造物上に風力発電設備を

設置する場合、風車のロータの直径（Ｄ）により設置で

きる台数が定まり、複数台設置する場合には風向が卓越

している場合、風車の相互作用を完全に避けるためには

縦方向（滑走路平行方向）に１０Ｄ、横方向（滑走路直

角方向）に３Ｄの間隔をあける必要がある。

【００５７】そこで、現在、実用に供されている風力発

電装置のうち、ロータ直径の異なる６種類（TYPE1 ～6)

について、設置可能台数と発電量を求め、これを表４お

よび図７に示した。

【００５８】ここでの発電量の算出には、平均風速とし

て洋上であることを考慮して大島のデータより１０％大

きい値を用いた。

【００５９】また、発電量の算出は、発電機の出力特性

線図と風車高さにおける風速出現率分布を用いて次に示

す数式１により求めた。

【００６０】ただし、風速出現率はＲａｙｌｅｉｇｈ分

布であるとして次に示す数式２で表すことができる。

【００６１】

【数　１】

【数　２】

【００６２】このような検討結果からTYPE 5の風力発電

装置を用いる場合に発電量が最も多いことが分かる。そ

して、このロータ直径が６４ｍで定格出力が１２５０ｋ

Ｗのものを５台設置した場合の風力発電設備による単位

時間当りの発電量を各月毎に求め、これを表５に示し

た。

【００６３】この風力発電設備によれば、年積算の発電

量が２５２００ＭＷｈで、月平均の発電量が２１００Ｍ

Ｗｈとなる。

【００６４】

【表　４】
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【表　５】

【００６５】３）　波力発電の場合

波力発電設備は、大型浮体構造物の港湾施設がある側面

を除く浮体の周囲と浮き消波堤に空気圧縮式の波力発電

装置を設置するようにし、ここでは全長４０００ｍに設

置するようにした。

【００６６】そして、発電量の算出には、波浪データと

して波浮港の有義波高、有義波周期を用い、波向きは一

定であると仮定した。さらに、発電量は、ＪＡＭＳＴＥ

Ｃのマイティーホエール（幅３０ｍ）の実績値に基づ

き、これを幅４０００ｍに換算して算出した。

【００６７】このようにして求めた波力発電による月別

推定発電量を表６に示した。この波力発電設備によれ

ば、年積算の発電量が５６０００ＭＷｈで、月平均の発

電量が約４６７０ＭＷｈとなる。

【００６８】

【表　６】

【００６９】４）　廃棄物発電の場合

このような大型浮体構造物を海上での経済活動の拠点と

して使用することで、種々の廃棄物が発生する一方、こ

れを処理する必要があることから、廃棄物を燃料とする

廃棄物発電を行う。

【００７０】ここでは、廃棄物の排出量については、関

西空港の実績から推定することとし、大型浮体構造物を

貨物専用空港とすることから廃棄物は関西空港の１／２

と仮定し、年間を通して４０ｔ／日の排出量があるとし

た。なお、関西空港の廃棄物の排出量は実績で、次の表

７に示す通りである。

【００７１】50
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【表　７】

【００７２】この廃棄物を用いる廃棄物発電による発電

量を求めるため、廃棄物の平均発熱量を２０００ｋｃａ

ｌ／ｋｇとし、全てを発電に利用する。また、設備利用

率を７０％、発電効率を３０％とした。

【００７３】このような仮定のもとに１日当りの発電量

を求めると、１．６ＭＷとなる。◎また、この廃棄物発

電の月別発電量を求めると、表８に示すように求めるこ

とができ、年積算の発電量が１４０００ＭＷｈで、月平

均の発電量が約１１７０ＭＷｈとなる。

【００７４】

【表　８】

【００７５】以上のような大型浮体構造物で利用できる

可能性の高い１）太陽光発電、２）風力発電、３）波力

発電、４）廃棄物発電の４つによる発電量を月別に纏め

たものが、表９および図８であり、毎時の発電量を示し

たものが表１０および図９である。

【００７６】

【表　９】

【表１０】

【００７７】これらから、太陽光発電を行う太陽光発電

設備を大型浮体構造物に最大限設置し、これに加えて風

力発電、波力発電、廃棄物発電を行う発電設備を１つ以

上設置する場合について、関西空港での電力需要量と同

等の電力需要があるとして電力自給について検討した。

【００７８】その結果、８０００ＭＷｈの蓄電設備を設

置することができれば、年平均の時間積算シミュレーシ

ョンで電力の自給が可能であることが分かった。

【００７９】なお、図１０は、大型浮体構造物での電力

の自給の検討結果であり、（Ａ）は１月の需要量を、

（Ｂ）は１月の発電量を、（Ｃ）は１月の電力需給の時

間積算シミュレーション結果を示すグラフである。

【００８０】そこで、蓄電設備として８０００ＭＷＡｈ

のものを設置することの可能性について検討したとこ

ろ、最も重量の重い鉛蓄電池とした場合、その総重量が

２０００００ｔとなり、これによって大型浮体構造物は

平均きっ水が０．０５ｍ沈むことになるが、何等問題は

ないことが分かった。
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【００８１】次に、このような洋上に設置する大型浮体

構造物で利用できる自然エネルギとして海水の温度差が

あり、これを利用して海水温度差発電を行うことができ

る。この海水温度差発電を行う場合、温度差が１５℃以

上あれば経済的に成り立つとされており、大型浮体構造

物を設置する海域の水深は１００ｍ程度であることから

太陽熱温水（温水）等と表層水（冷水）とを組み合わせ

る。

【００８２】このため、図１１に示すように、海洋温度

差発電設備６０として大型浮体構造物１０の太陽光発電

の太陽電池パネルを設置しない甲板１２部分の内側に温

水生成用水道管６１を設置し、得られる温水を大型浮体

構造物１０の内部空間に設置したヒートポンプ設備６２

を構成する蒸発器６３に送って作動媒体を蒸発させ、発

生した蒸気でタービン６４を回して発電機６５を駆動し

て発電する。そして、タービン６４を回した作動媒体は

凝縮器６６に送られ、海水ポンプ６７で供給される海水

で冷却して凝縮され、作動媒体ポンプ（圧縮機）６８で

再び蒸発器６３に送ることで循環される。

【００８３】このようにして大型浮体構造物で得られる

太陽熱を利用して海水温度差発電を行うことで一層電力

供給量を増大でき、電力の自給が容易となる。

【００８４】なお、温熱源として太陽熱による温水を利

用するようにしたが、大型浮体構造物に設置した発電設

備からの排熱を利用することもでき、熱エネルギの回収

と有効利用を図ることができる。

【００８５】また、太陽熱や他の設備からの排熱と海水

との温度差を利用してヒートポンプ設備を用い、発電を

行うほか、蓄熱、温水や冷水の供給、暖房や冷房などの

空調等を行うようにして熱エネルギの有効利用と化石燃

料を出来るだけ使用しない熱エネルギの供給を行うよう

にする。

【００８６】この場合にヒートポンプ設備としては、圧

縮式のヒートポンプのほか、図１２に示す吸収式のヒー

トポンプ設備７０を用いることもできる。

【００８７】この吸収式のヒートポンプ設備７０では、

蒸発器７１に熱源水７２が供給されて冷水が得られ、吸

収器７３および凝縮器７４に供給水７５が供給されて２

段の加熱が行われて温水が得られる。そして、再生器７

６では加熱器７７に供給される他の設備からの排熱や蒸

気等７８を加熱源として冷媒を蒸発させ、濃縮した吸収

液が作られ、吸収器７３では蒸発した冷媒が吸収液に吸

収され、このときの吸収熱で供給水７５の１段目の加熱

が行われる。凝縮器７４では再生器７６で発生した冷媒

蒸気が供給水に熱を放出して２段目の加熱を行って冷媒

液となり蒸発器７１に送られる。

【００８８】このような吸収式のヒートポンプ設備７０

によれば電力消費を抑えて排熱などの回収ができる。

【００８９】さらに、大型浮体構造物に補助発電装置と

して化石燃料を用いるコジェネレーション発電設備やデ

ィーゼル発電設備等を設置し、非常用の電力を確保する

ようにするとともに、これらの廃熱もヒートポンプ設備

の熱源として利用するようにしても良い。

【００９０】このようなヒートポンプ設備により温水や

冷水を供給することができるとともに、これらの温水や

冷水を利用して暖房や冷房など空調を行うこともでき

る。

【００９１】次に、水の自給について説明する。

【００９２】この大型浮体構造物１０での水の自給は、

雨水を利用し、これを上水および中水などとして利用す

る。

【００９３】このため、大型浮体構造物１０の甲板１１

上に雨水の採取設備を設けるとともに、空間内部に雨水

を溜める雨水タンクを設置する。

【００９４】また、節水のため、排水浄化設備を設けて

あり、排水を浄化処理して中水として利用する。

【００９５】そこで、雨水を利用して水を自給する場合

に必要な雨水タンクの容量について検討する。

【００９６】雨水の採取設備として大型浮体構造物の甲

板の総面積の１／２の降水を貯留することとし、水の需

要量は関西空港の実績から日平均で上水を３４００ｍ3

 、中水を１４００ｍ3 と同一として時間および季節の

変動がないものとした。

【００９７】そして、１）雨水で上水および中水の全て

を賄う場合と、２）上水のみ雨水で賄い中水は処理水で

賄う２つの場合について検討した。

【００９８】なお、降水量は日射平均年（降水平均年と

仮定）について、算出するとともに、降水量データは館

山のものを使用した。

【００９９】また、タンクの容量は年間を通して、タン

ク内の水がなくならず、一番少ないときでもある程度の

貯留があるように決定した。

【０１００】その結果、１）の場合には、タンク容量は

４０００００ｍ3 となり、水貯蔵量の変化は図１３に示

すようになる。また、２）の場合には、タンク容量は２

５００００ｍ3 となり、水貯蔵量の変化は図１４に示す

ようになる。

【０１０１】この結果からこれら２つのいずれの場合も

水の自給ができることが分かる。

【０１０２】このような容量の雨水タンクの大型浮体構

造物への設置の可能性について検討したところ、深さを

２ｍとすると、１）の場合には長さ１０００ｍ、幅２０

０ｍとなり、２）の場合には長さ１０００ｍ、幅１２５

ｍとなり、十分に設置することができる。

【０１０３】このように降水を利用することで大型浮体

構造物での水を自給することができる。

【０１０４】また、海水淡水化設備を設け、上水の需要

に耐えられないときにのみ運転して対応できるようにす

ることで、一層自給の信頼性を高めることができる。

【０１０５】
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【発明の効果】以上、実施の形態とともに具体的に説明

したようにこの発明の請求項１記載の浮体構造物の海上

自給設備によれば、海上に設置される大型浮体構造物で

の必要な電力などのエネルギと水などを自給する設備の

うち、大型浮体構造物を、海底に係留設置される浮き消

波堤と、この浮き消波堤の消波海域に当該浮き消波堤に

連結されて設置される大型浮体構造物とで構成する一

方、必要な電力を自給する設備を、これら浮き消波堤お

よび大型浮体構造物で利用可能な自然エネルギを用いる

発電設備を搭載して構成するようにしたので、浮き消波

堤を海底に係留設置し大型浮体構造物を浮き消波堤に連

結して設置するため、係留索が不要となり大型浮体構造

物を消波海域に設置することができ、水深の大きい沖合

への設置も可能で船舶の接近や接岸もできるとともに、

海上で利用できる自然エネルギを用いる発電設備をこれ

ら浮き消波堤および大型浮体構造物に搭載することで電

力の自給を行うことができる。

【０１０６】また、この発明の請求項２記載の大型浮体

構造物の海上自給設備によれば、自然エネルギを利用す

る発電設備として太陽光発電設備を設けるとともに、こ

れに加えて自然エネルギを利用する発電設備としての風

力発電設備、波力発電設備、海洋温度差発電設備を少な

くとも１つ以上設ける一方、余剰電力を蓄電する蓄電設

備を設けるようにしたので、発電設備として太陽光発電

設備を設け、これに加えて風力発電設備、波力発電設備

および海洋温度差発電設備を１つ以上組み合わせること

で、電力を自給することができ、余剰電力を蓄電設備で

蓄電して日変動や季節変動などを平滑化して電力の安定

した自給を行うことができる。

【０１０７】さらに、この発明の請求項３記載の大型浮

体構造物の海上自給設備によれば、自然エネルギを利用

する発電設備に加え、大型浮体構造物で発生する廃棄物

を燃料とする廃棄物発電設備を設けるようにしたので、

廃棄物の処理と同時に電力を得ることができ、一層安定

して電力の自給を行うことができる。

【０１０８】また、この発明の請求項４記載の大型浮体

構造物の海上自給設備によれば、自然エネルギを利用す

る発電設備に加え、化石燃料を利用する補助発電設備を

設けるようにしたので、自然エネルギによる日変動や季

節変動の対応能力を高めることができる。

【０１０９】さらに、この発明の請求項５記載の大型浮

体構造物の海上自給設備によれば、発電設備での排熱と

海水とを利用して熱エネルギの回収および供給を行うヒ

ートポンプ設備を設けるようにしたので、発電設備の排

熱や海水の冷熱等をヒートポンプ設備で利用することで

エネルギの利用効率を高めて一層効率的に自給すること

ができる。

【０１１０】また、この発明の請求項６記載の大型浮体

構造物の海上自給設備によれば、太陽光発電パネルを大

型構造浮体構造物の甲板上を利用しない部分に最大限設

置する一方、太陽熱を受ける甲板裏側にヒートポンプ設

備の熱源とする集熱設備を設けるようにしたので、太陽

エネルギを有効に利用し、電力の自給と熱エネルギの供

給を効率的に行うことができる。

【０１１１】さらに、この発明の請求項７記載の大型浮

体構造物の海上自給設備によれば、水の自給設備とし

て、雨水の採取設備および雨水タンクを設けるととも

に、排水を再使用可能に浄化する排水浄化設備を設ける

ようにしたので、雨水を採取して雨水タンクに貯蔵して

利用するとともに、排水の浄化を合わせて行うことで、

水の自給を効率的に行うことができる。

【０１１２】また、この発明の請求項８記載の大型浮体

構造物の海上自給設備によれば、水の自給設備として、

海水淡水化設備を設けるようにしたので、降雨量の変動

などへの対応能力を高めて水の自給を行うことができ

る。

【図面の簡単な説明】

【図１】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる概略平面面図である。

【図２】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる図１中のＡ部拡大図および図２

（Ａ）のＢ－Ｂ断面図である。

【図３】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の他

の一実施の形態にかかる概略説明図である。

【図４】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備のさ

らに他の一実施の形態にかかる概略説明図である。

【図５】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる太陽電池パネルの設置面積を示す概

略平面面図である。

【図６】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる太陽光発電による発電量の角度の影

響の説明図である。

【図７】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる風力発電のタイプ別の発電量の説明

図である。

【図８】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる自然エネルギによる各発電設備の月

別発電量の説明図である。

【図９】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の一

実施の形態にかかる自然エネルギによる各発電設備の毎

時発電量の説明図である。

【図１０】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の

一実施の形態にかかる自然エネルギによる発電設備を用

いた電力自給の検討の説明図である。

【図１１】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の

一実施の形態にかかる太陽熱を利用した海水温度差発電

設備の概略説明図である。

【図１２】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の

一実施の形態にかかる吸収式ヒートポンプ設備の概略説

明図である。
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【図１３】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の

一実施の形態にかかる水の自給設備で上水および中水を

雨水で賄う場合の水の貯蔵量の変化の説明図である。

【図１４】この発明の大型浮体構造物の海上自給設備の

一実施の形態にかかる水の自給設備で上水を雨水で賄う

場合の水の貯蔵量の変化の説明図である。

【符号の説明】

１０　大型浮体構造物

１１　甲板

２０　浮き消波堤

３０　係留索

３１　内側係留索

３１Ａ　中間シンカ

３２　外側係留索

４０　アンカ

５０　連結索

５１　中間シンカ

６０　海洋温度差発電設備

６１　温水生成用水道管

６２　ヒートポンプ設備

７０　ヒートポンプ設備

【図１】 【図２】

【図３】 【図４】

【図５】
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【図７】
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【図１２】
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【図１３】

【図１４】
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